
（別紙）

○ 広域農業水利施設総合管理事業実施要領（平成元年７月７日元構改Ａ第987号農村振興局長通知）新旧対照表

(下線の部分は改正部分)

改 正 後 現 行

第１ 趣 旨 第１ 趣 旨

広域農業水利施設総合管理事業の実施に関しては、「広域農業 広域農業水利施設総合管理事業(以下｢総合管理事業｣という。)

水利施設総合管理事業実施要綱」(平成元年７月７日付け元構改 の実施に関しては、「広域農業水利施設総合管理事業実施要綱」(平

Ａ第986号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」という。)に 成元年７月７日付け元構改Ａ第986号農林水産事務次官依命通知。

よるほか、この要領によるものとする。 以下「要綱」という。)によるほか、この要領によるものとする。

第２ 洪水調節機能強化緊急対応事業の内容 （新設）

要綱第２の２の(1)の「体制の構築等に係る取組」は、事前放流

等の訓練、都道府県や市町村を含む関係者との連絡調整等、洪水

調節機能の発揮に必要な取組とする。

第３ 管理の対象とする施設 第２ 管理の対象とする施設

（略） （略）

第４ 総合管理事業実施に当たっての手続 第３ 総合管理事業実施に当たっての手続

（略） （略）

第５ 土地改良事業の計画の概要及び土地改良事業計画 第４ 土地改良事業の計画の概要及び土地改良事業計画

（略） （略）
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第６ その他 第５ その他

（略） （略）

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
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広域農業水利施設総合管理事業実施要領

平成元年７月７日元構改Ａ第９８７号

平成13年１月５日12構改Ａ第９６１号

令和２年４月１日元農振第３３５１号最終改正

各地方農政局長

農村振興局長から 沖縄総合事務局長 あて

北海道開発局長

第１ 趣 旨

広域農業水利施設総合管理事業の実施に関しては、「広域農業水利施設総合管理事業実

施要綱」(平成元年７月７日付け元構改Ａ第986号農林水産事務次官依命通知。以下「要

綱」という。)によるほか、この要領によるものとする。

第２ 洪水調節機能強化緊急対応事業の内容

要綱第２の２の(１)の「体制の構築等に係る取組」は、事前放流等の訓練、都道府県や

市町村を含む関係者との連絡調整等、洪水調節機能の発揮に必要な取組とする。

第３ 管理の対象とする施設

要綱第３の(１)にいう基幹的水利施設とは、ダム、頭首工、機場及びそれらと一体的に

管理を行う必要がある施設とする。

第４ 総合管理事業実施に当たっての手続

１．要綱第４の１の都府県知事の申出書の提出は、総合管理事業の採択を希望する年度の前

年度の８月末日までに行うものとする。

この場合、総合管理事業の概要及び次に掲げる者の意向を確認する書面を添付するもの

とする。

（１）関係土地改良区

（２）総合管理事業の対象とすることを予定する施設のうち、

ア 土地改良法(昭和24年法律第195号。以下「法」という。)第94条の6の規定により管

理を委託している施設がある場合は、その施設に係る管理受託者

イ 予定管理者(法第85条等の規定により定められた管理者をいう。以下同じ。)が定め

られている施設がある場合は、その予定管理者

ウ 共同事業者のいる施設がある場合は、その共同事業者

２．地方農政局長は、１による申出があった場合には、総合管理事業の計画の概要を１の申

出書に添付して農村振興局長に進達するものとする。

第５ 土地改良事業の計画の概要及び土地改良事業計画

１．総合管理事業として行う複数の管理事業に係る法第85条等の規定による土地改良事業の

計画の概要及び法第87条の規定による土地改良事業計画(2において｢事業計画等｣という｡)

については、管理の対象とする施設の造成に係る事業地区ごとに定めるものとする。

２．事業計画等については、それぞれの管理事業ごとに「土地改良法に伴う計画樹立につい

て」（昭和24年12月14日付け24地局第1401号農地局長通知）に定める様式により作成する



ものとする。

第６ その他

平成元年度に採択を希望する総合管理事業の実施についての都府県知事の申出は、第３

の１の規定にかかわらず、平成元年11月30日までに行うものとする。


